
76 77カネカレポート 2023 カネカレポート 2023

事業基盤

特に重大な気候変動関連のリスクと機会の事業インパクトと対応策

環境

カネカグループは「人と、技術の創造的融合により未
来を切り拓く価値を共創し、地球環境とゆたかな暮
らしに貢献します。」という企業理念のもと、製品・
サービスを通じて気候変動問題に対して価値あるソ
リューションをグローバルに提供するとともに、製造

工程や物流工程で生じるさまざまな気候変動への影
響に対し社会的責任を果たしていきます。そのような
中、カネカは2021年3月に気候関連財務情報開示タ
スクフォース（TCFD）の提言への賛同を表明しました。

 TCFDに沿った情報開示

詳細な情報は、ウェブサイトをご参照ください。
https://www.kaneka.co.jp/esg/environment/env/

ガバナンス
ESG経営を統括・強化するため、2022年4月1日付
で、 ESG関連組織を再編し、取締役副社長を本部長
とするTask Force「Sustainability(SX)本部」を新た
に設けました。カーボンニュートラルに係る取り組み
は、その傘下にあるDX・CN Committeeがその推進
を担います。
DX・CN Committeeは、事業部、スタッフ部門、工
場、研究所、グループ会社と連携しながら、モノづく

り領域のDXとカーボンニュートラルを一体とした取
り組みを加速させることでカーボンニュートラルを推
進していきます。DX・CN Committeeでの活動は3
か月に1回、Task Force「Sustainability(SX)本部」
へ報告され、今後の活動方針が審議・決定され、戦
略、主要な行動計画、事業計画などへ反映されます。
その結果については、代表取締役に報告されます。

戦略
気候変動に関する事業上のリスクと機会を評価し、戦
略・指標・目標を策定するために、 2021年度に1.5℃
シナリオと4℃シナリオにおける事業影響の策定と影
響度の分析を実施しました。2022年度にもシナリオ

分析を行い、移行のリスクと機会を抽出しました。本
年度は、分析の結果、2030年のカネカにとって特に
重大と判断した項目に物理リスクを加え、右表の通り、
影響を具体化し、対応策を整理しました。

リスクマネジメント
気候変動に関するリスクは、信頼の生産力センター 
品質・地球環境センターが、掌理しています。気候
変動に関するリスクやその予防策の策定では、事業
部門・生産部門・研究部門と協議の上、信頼の生産

力センター 品質・地球環境センターからTask Force
「Sustainability(SX)本部 」へ提案・審議され、各部
門と協業しながら対処していきます。

タイプ 社会の変化
気候変動関連のリスクと機会が

組織の事業、戦略、財務計画に及ぼす影響
（●気候変動リスク/●気候変動による機会）

対応策
（◎は重点化領域）

政策/法的 GHG排出規制の強化 ● GHG削減諸対応による減価償却費等、
諸コストが発生

・環境配慮製品の充実・拡大

政策/法的
炭素税導入に伴う操業コ
スト増（サプライチェーン
含む）

● 炭素税導入に伴い操業コストが増加

◎ 自家発電設備の早期燃料転換
・既存の製造工程での継続的な省

エネ
・プロセス革新
・再生可能エネルギー・低CO2排

出係数電力の活用
・インターナルカーボンプライシン

グ（ICP）制度導入(2024年度)

技術
サーキュラーエコノミーの
加速

●
石化由来包装用プラスチックの生産量
に対する課税が行われ、仕入れコスト
が増加

◎ カネカ生分解性バイオポリマー 
Green Planet®の量産

◎ 二酸化炭素と水素からカネカ生
分解性バイオポリマー Green 
Planet®を生産する研究開発
の促進市場

バイオマス由来樹脂の需
要増加と石化系樹脂の需
要低下

●
生分解性プラスチックをはじめ、循環型
社会の実現に貢献する製品、低炭素・
脱炭素関連製品の需要が拡大

技術
原材料・エネルギー源の
低炭素化

● 原油等の価格変動により燃料コストが
変動

◎ 自家発電設備の早期燃料転換
・既存の製造工程での継続的な省

エネ
・再生可能エネルギー・低CO2排

出係数電力の活用

●
輸送車における脱炭素技術の導入やク
レジット購入コストの転嫁に伴い、購入
運賃や販売運賃が増加

・調達方針の見直し
・サプライチェーンマネジメントの

強化

市場
再生可能エネルギー、エネ
ルギーネットワーク、省エ
ネ関連製品の需要増加

● ZEB・ZEH 向け資材の需要が拡大

◎ 太陽光発電関連製品の充実・
拡大

・住宅用断熱材（カネライトフォー　
ム®）の充実・拡大

・蓄電池の開発

急性

異常気象による自社工場・
サプライチェーンへの影響

●

集中豪雨での洪水や渇水による自社工
場の生産停止、サプライチェーン寸断な
どによる売上の機会が喪失、建物被害
の増加

・グループ拠点の水リスクの把握
・BCPの定期的な見直し

異常気象による災害に備
えた建築建材需要の増加

● 気象災害による被害を軽減させる建築
建材製品の売上が増加

・盛土用発泡体（カネパール®・カ
ネライトフォーム®）の展開




